
島　　根　　県

ア．１,０００万円以下の法人 次のいずれかに該当する法人

イ．均等割のみを課される公共法人及び 　２１,０００円 ア．資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人

　　公益法人等 イ．保険業法に規定する相互会社

１,０００万円を超え１億円以下である法人 　５２,５００円 ウ．法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰属

１億円を超え１０億円以下である法人 １３６,５００円 　　法人税額が１,０００万円（中間申告の場合は

１０億円を超え５０億円以下である法人 ５６７,０００円 　　５００万円）を超える法人

５０億円を超える法人 ８４０,０００円 上記（１）以外の法人 　　５／１００

＊平成１７年４月１日から令和７年３月３１日までに開始する各事業年度分の均等割額については、水と緑の森づくり税として、現行の税額の５％相当額を加算

　　して納付していただきます。

外形標準課税の対象とならない法人

年４００万円以下の所得金額

年４００万円を超え年８００万円以下の所得金額

年８００万円を超える所得金額

３以上の都道府県に事務所等を設けて事業を行う法人で資本
金の額又は出資金の額が１,０００万円以上の法人の所得金額

年４００万円以下の所得金額

年４００万円を超える所得金額

３以上の都道府県に事務所等を設けて事業を行う法人で資本
金の額又は出資金の額が１,０００万円以上の法人の所得金額

＊電気供給業のうち小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業については「収入金額等課税（電気供給業のうち小売電気事業・発電事業・特定卸供給事業）の対象法人」をご確認ください。

＊ガス供給業のうち、特定ガス供給業については、令和４年４月１日以後開始事業年度分より、課税方式が変更されています。

外形標準課税の対象法人

年４００万円以下の所得金額

年４００万円を超え年８００万円以下の所得金額

年８００万円を超える所得金額

３以上の都道府県に事務所等を設けて事業を行う法人で資本
金の額又は出資金の額が１,０００万円以上の法人の所得金額

＊外形標準課税の対象法人とは、法第７２条の２第１項第１号イに掲げる法人（資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人（所得課税法人に限る。公共法人、

公益法人、特別法人、人格のない社団等、投資法人等を除く））です。

収入金額等課税（電気供給業のうち小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業）の対象法人 収入金額等課税(特定ガス供給業)の対象法人

※特定ガス供給業の課税方式は、令和４年４月１日

　以後開始事業年度分より変更されています。

＊令和２年３月31日までに開始する事業年度は「外形標準課税の対象とならない法人」の収入金額の欄の税率が適用される。

＊特定卸供給事業に係る税率は令和４年４月１日以後終了事業年度から適用。

地方法人特別税の税率はこちら

＊基準法人所得割額又は基準法人収入割額とは、法人の事業税（所得割・収入割）の税額をいいます。

＊特定卸供給事業に係る税率は令和４年４月１日以後終了事業年度から適用。

税　　　率

令和４年４月１日以
後に開始する事業
年度

０．４８／１００

０．７７／１００

０．３２／１００

課税標準

収入割 収入金額

付加価値割 付加価値額

法人の県民税・事業税、地方法人特別税、特別法人事業税の税率表等

法人の県民税
法人税割の税率は、令和９年３月３１日までに終了する各事業年度分及び各連結事業年度分の法人税割並びに同期間内にお
ける解散による清算所得に対する法人税額に係る法人税割（平成２２年９月３０日以前に解散した法人に限る。）について適用さ
れます。

均　　等　　割 法　　人　　税　　割

資　本　金　等　の　額 税率(年額) 区　　　分

税率

平成26年9月30
日以前に開始
する事業年度

平成26年10月1日
から令和元年9月
30日までの間に開
始する事業年度

令和元年10月1
日以後に開始す
る事業年度

（１）

（１）
 ５.８／１００  ４.０／１００  １.８／１００

（２）

（３）

（４）

課税標準 区　　　　　分

税　　　率

平成26年10月1日から令和元年9月30日までの間に開始する
事業年度

令和元年10月1
日以後に開始す
る事業年度

（５） （２）  ３.２／１００  １.０／１００

法人の事業税

所得割

所
得
金
額

普
通
法
人

軽減税率
適用法人

　３．４／１００ 　３．５／１００

　５．１／１００ 　５．３／１００

　６．７／１００ 　７．０／１００

　６．７／１００ 　７．０／１００

特
別
法
人

軽減税率
適用法人

　３．４／１００ 　３．５／１００

　４．６／１００ 　４．９／１００

　４．６／１００ 　４．９／１００

収入割 収入金額 　０．９／１００ 　１．０／１００

課税標準 区　　　　　分

税　　　率

平成26年10月1日
から平成27年3月
31日までの間に開
始する事業年度

平成27年4月1日か
ら平成28年3月31日
までの間に開始す
る事業年度

電気供給業（小売電気事業等・発電事業等及び特定卸供給事業を除く）、導管ガス供給業、保険業、貿易保険業を行う法人

４．３／１００

平成28年4月1日か
ら令和元年9月30日
までの間に開始する
事業年度

令和元年10月1日
から令和4年3月31
日までの間に開始
する事業年度

令和4年4月1日
以後に開始する
事業年度

所得割 所得金額

軽減税率
適用法人

２．２／１００ １．６／１００ ０．３／１００ ０．４／１００

資本割 資本金等の額 ０．２０／１００ ０．３０／１００ ０．５０／１００

３．１／１００ ０．７／１００ １．０／１００

付加価値割 付加価値額 ０．４８／１００ ０．７２／１００ １．２０／１００

１．０／１００

３．２／１００ ２．３／１００ ０．５／１００ ０．７／１００

４．３／１００ ３．１／１００ ０．７／１００ １．０／１００

課税標準 区　　　　　分

税　　　率

令和２年４月１日
以後に開始する事
業年度

収入割 収入金額

下記以外の法人

０．７５／１００

所得割

資本金等の額 ０．１５／１００

特別法人事業税 令和元年10月1日以
後に開始する事業
年度

令和２年４月１日以
後に開始する事業
年度

所得金額 １．８５／１００

収入割 収入金額

　資本金の額（出資金の額）が１億円を超える法人

０．７５／１００

付加価値割 付加価値額 ０．３７／１００

資本割

資本割 資本金等の額

３０／１００

６２．５／１００３０／１００

３０／１００

区　　　　　　　　　　　　　　分

令和元年１０月１日以後開始事業年度から、
地方法人特別税は廃止され、法人の事業税
とあわせて特別法人事業税の申告が必要と
なりました。

外形標準課税法人の基準法人所得割額

外形標準課税法人以外

収入金額課税法人（収入金額等課税法人を除く）の基準法人収入割額

収入金額等課税法人（小売電気事業等・発電事業等・特定卸供給事業）の基準法人収入割額

収入金額等課税法人（特定ガス供給業）の基準法人収入割額

令和４年４月１日
以後に開始する
事業年度

税　　　率

２６０／１００

３７／１００

３４．５／１００

４０／１００

普通法人の基準法人所得割額

特別法人の基準法人所得割額

https://www.pref.shimane.lg.jp/life/zei/ken/syurui/hojin-jigyo/chihou_houjin.html

